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	２．リスク管理
	気候変動問題に関するリスクとしては、炭素税の賦課や排出権取引制度に代表される温室効果ガス排出権規制が導入された場合、原燃料の価格が上昇し、電力価格が上昇する可能性があります。これにより、当社の経営成績や財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。このリスクへの対応策として、当社は、気候変動などの環境問題への対応を経営の重要課題と捉えており、温室効果ガスの削減等に積極的に取り組んでおります。以上の気候変動問題に関するリスクは、当社の持続的成長を阻害する恐れがある中長期的な主要リスクの一つとして位置付け...
	３．戦略
	当社は、サステナビリティ推進を経営上の重要課題として位置付けており、「サステナビリティ基本方針」に基づき、事業を通じて持続可能な社会の実現に貢献すべく、様々な取り組みを推進しています。環境分野への貢献に対しては、2050年のカーボンニュートラル実現に向けたロードマップを策定しております（詳細：後述）。具体的には、二酸化炭素（CO₂）排出量を 2030 年度までに 2013 年度対比 50%削減し、2050 年のカーボンニュートラルを目指すというもので、後述するシナリオ分析で特定した気候変動問題に関...
	気候変動に関するシナリオ分析とは、複数のシナリオを考慮した上で、気候変動の影響や気候変動に対応する長期的な政策動向による事業環境の変化を予想し、その変化が自社の事業や経営に与える影響を検討する手法であります。現在、当社では、「世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べて1.5℃に抑制するために様々な施策がとられるシナリオ」「このまま対策を講じず４℃上昇するシナリオ」について、「リスク」「機会」の側面から分析し、当社事業へのインパクトや今後取っていくアクションを検討しております。シナリオ分析の全文につい...
	【カーボンニュートラル実現に向けた投資】
	社会全体のカーボンニュートラルの実現に貢献すべく、2025年度からGHG排出量の増減が見込まれる投資案件について、インターナルカーボンプライス（１トン当たり10,000円）を反映した経済性指標を算出して投資判断を行うこととしました。これまでも個別投資案件の一部において投資判断の参考に同様の指標を用いた場合がありましたが、今後はカーボンニュートラルを意識した投資判断を徹底することとしたものです。
	４．指標及び目標
	【気候関連のリスクに対する指標】
	前述のシナリオ分析において特定した気候関連の“リスク”に関する指標と取り組みは以下のとおりです。
	当社は、GHG排出削減目標を経営として取り組む重要課題の目標として設定し、「環境負荷低減への貢献」の取り組みを進めており、これまでの生産プロセス改良や排熱の回収・利用等の省エネ推進、事業ポートフォリオの見直しによる拠点集約・高付加価値製品化により、順調に削減をしてきております。2024年度には、電力排出係数の悪化があったものの、千葉事業所での住友化学との連携による省エネルギー事業や、太陽光発電システムの運用開始などの効果も加わり、GHG排出量（Scope１＋２）は44,230トンであり、2013年...
	当社の2030年のGHG排出量（Scope１＋２）の削減目標は2013年度比50％であり、2030年までは、既存プラントの製造プロセスにおける徹底した省エネと、現時点で利用可能な最善の技術の活用による目標達成を目指します。一方、2050年のネットゼロに向けては、既存技術のみでの対応は難しいことから、カーボンネガティブやCCUS(Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage、工場等から排出されたCO₂の回収・有効利用・貯留 )等、革新的な技術の開発と...

